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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第３四半期連結
累計期間

第11期
第３四半期連結
累計期間

第10期

会計期間

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 （千円） 26,976,669 28,947,841 39,124,620

経常利益 （千円） 1,751,130 1,543,027 3,075,775

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益

（千円） △342,359 △270,817 926,709

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △6,986 △741,835 1,357,928

純資産額 （千円） 16,653,637 17,122,324 18,018,552

総資産額 （千円） 39,775,843 37,929,208 38,744,711

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額

（円） △17.28 △13.72 46.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） - - －

自己資本比率 （％） 37.2 40.1 41.5

 

回次
第10期

第３四半期連結
会計期間

第11期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

自平成30年
　10月１日
至平成30年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 29.19 △40.23

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
４．当社は、第11期第２四半期連結会計期間より「株式交付信託」を導入しております。１株当たり四半期純利益金額の算定上、信託

が保有する当社株式は、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会計期間の期首か
ら適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適
用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】
　当第３四半期連結累計期間において当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
　また、主要な関係会社の異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たなに生じた事業等のリスクは以下のとおりであります。

 

不適合品に係る対策費用について

　平成30年10月16日に免震・制振用オイルダンパーの不適切行為があったとの他社からの発表をうけ、免震・制振用

オイルダンパーを製造販売している当社子会社 光陽精機株式会社において、同種事案の有無につき社内調査を開始

いたしましたところ、出荷していた免震・制振用オイルダンパーの一部について、性能検査記録データの書き換え行

為により、顧客の基準値を外れた製品（以下、「不適合品」といいます。）を出荷していた事実が判明いたしまし

た。

　本件につきましては即座に国土交通省に報告を行うとともに、平成30年10月23日に公表いたしました。当社の基本

方針としては、顧客の意向を踏まえ、誠意をもって迅速に対応を行うこととしております。所有者様のご不安・ご心

配を払拭するために迅速・誠実に対応することを当社経営の最優先事項とし、具体的な対応方針等については、国土

交通省及び関係行政機関のご指導の下、建設会社様、設計事務所様にご報告・ご協議させていただいたうえで、構造

物の安全性の検証を行い、所有者様、建設会社様及び設計事務所様をはじめとする関係者の皆様に丁寧にご説明し、

対応してまいりますとともに、ご意向を踏まえて交換等の適切な処置を行う所存でございます。

　当該事象により、金額を合理的に見積もることができる不適合品の対策費用等については、製品補償引当金を計上

しております。

　なお、今後の進行状況によっては、追加で製品補償引当金を計上すること等により、当社グループの連結業績に影

響が生じる可能性があります。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書の提出日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、各産業で国内外需要が旺盛で、企業収益が向上しています。

雇用状況も改善され、所得も回復しており景気は堅調に推移しました。世界経済については米国では景気拡大が持続

したものの、中国との貿易摩擦問題が深刻化し、一部の企業業績にマイナスの影響を与えました。欧州でも緩やかな

景気回復が続いていますが、英国のEU離脱問題等もあり先行きは不透明な状況となっています。

　こうした状況下、当社グループにおきましては各事業部門で需要が増大し、受注・生産ともに計画を達成いたしま

した。一方、材料価格高騰や働き手不足による人件費上昇などの影響も見られましたが、生産効率化などのコスト削

減努力を続けてまいりました。これらの結果当社グループの第３四半期連結業績は、売上高28,947百万円（対前年同

期比7.3％増）、経常利益1,543百万円（対前年同期比11.8％減）、不適合品に係る対策費用として製品補償引当金等

を計上したことにより、親会社株主に帰属する四半期純損失270百万円（前年同期は損失342百万円）となりました。

セグメントの状況

「素形材事業」

　精密鋳造品、アルミダイカスト品は自動車部品関連等の受注が好調に推移いたしました。圧延異形鋼につきま

しては、自動化やAI投資などを背景とした工作機械向けの引き合いが堅調でした。特殊鋳鉄品も底堅い半導体需

要に支えられポンプ向けなどが順調でした。これらの結果、当事業の売上高は12,366百万円（対前年同期比

13.3％増）となりました。

「土木建築機材事業」

　土木関連事業につきましては、これまでの通年状況と違い、当第３四半期までの売上が高水準でした。大型物

件を中心に、新設橋梁向けの案件が寄与しました。一方、建築関連事業につきましては、工期の延長などの影響

で売上計上に遅れが見られています。これらの結果、当事業の売上高は11,321百万円（対前年同期比5.0％増）

となりました。

「産業機械事業」

　油圧機器につきましては、建機用シリンダーの受注が落ち込まず、シールドマシーン向けも計画を達成しまし

た。ゴム用射出成型機につきましては、自動車向け関連を中心に引き合いは増えましたが、供給能力ぎりぎりの

ところまでの受注が精一杯であり、売上高が頭打ちとなりました。これらの結果、当事業の売上高は4,897百万

円（対前年同期比0.2％増）となりました。

「不動産賃貸事業」

　当事業の売上高は362百万円（対前年同期比7.7％減）となりました。

 

②財政状態
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前連結会計年度末と比較し、資産は、主に受取手形及び売掛金、投資有価証券等の減少により減少いたしまし
た。負債は、短期借入金が増加しましたが、長期借入金（1年内返済予定を含む）の減少により減少いたしました。
純資産は、主にその他有価証券評価差額金の減少により減少いたしました。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題は以下のとおりであります。

不適合品に係る対策費用について

　平成30年10月16日に免震・制振用オイルダンパーの不適切行為があったとの他社からの発表をうけ、免震・制振用

オイルダンパーを製造販売している当社子会社 光陽精機株式会社において、同種事案の有無につき社内調査を開始

いたしましたところ、出荷していた免震・制振用オイルダンパーの一部について、性能検査記録データの書き換え行

為により、顧客の基準値を外れた製品（以下、「不適合品」といいます。）を出荷していた事実が判明いたしまし

た。

　本件につきましては即座に国土交通省に報告を行うとともに、平成30年10月23日に公表いたしました。当社の基本

方針としては、顧客の意向を踏まえ、誠意をもって迅速に対応を行うこととしております。所有者様のご不安・ご心

配を払拭するために迅速・誠実に対応することを当社経営の最優先事項とし、具体的な対応方針等については、国土

交通省及び関係行政機関のご指導の下、建設会社様、設計事務所様にご報告・ご協議させていただいたうえで、構造

物の安全性の検証を行い、所有者様、建設会社様及び設計事務所様をはじめとする関係者の皆様に丁寧にご説明し、

対応してまいりますとともに、ご意向を踏まえて交換等の適切な処置を行う所存でございます。

 

（３）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、買収防衛策を下記のとおり導入しております。

　当社は、平成30年６月28日開催の定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）の承認を得て、以下

の内容の買収防衛策（以下、「本プラン」といいます。）を継続導入しております。本プランの有効期間は、本

定時株主総会終了後から平成33年３月期の定時株主総会の終結時までです。

Ⅰ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値

ひいては当社の株主共同の利益（以下、単に「企業価値・株主共同の利益」という。）を継続的かつ持続的に確

保、向上していくことを可能とする者であるべきものと考えております。上場会社である当社の株券等は、株

主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社株券等に対する大量買付行為（下記Ⅲ．２．に定

義。以下同じとする。）またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最

終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

　しかしながら、近年の我が国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大量

買付行為またはこれに類似する行為を強行する動きも見受けられないわけではなく、こうした大量買付行為の中

には、その目的等からして企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を

事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株券等の大量買付の内容等について検討しある

いは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が大量買付者

（下記Ⅲ．２．に定義。以下同じとする。）の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために大量買付者との

協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益の向上、拡大に資さないものも想定され

ます。

　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源

泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値・株主共同の利益を中長期的

に確保、向上させる者でなければならないと考えております。したがって、当社の企業価値・株主共同の利益を

毀損するおそれのある不適切な大量買付行為またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付行為に対しては、必要かつ相当な対抗措

置を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

Ⅱ 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

１．企業価値向上への取組み

　平成30年に創業70周年を迎える当社グループは、一貫して「高品位なテクノロジーを提供し、安全で安心でき

る快適な生活・社会基盤作りに貢献する」ことを経営理念としており、当社の免震支承や制震装置によって橋梁

等の社会資本や学校、病院、庁舎、ビルやマンションに至る建築物、ひいては市民の安全を守ることをその使命

としております。鋳造部品、産業機械パーツにおきましても、最終製品の機能を十二分に発揮させ、ユーザーが

安心して使える製品提供を目指すものであります。

　この企業理念を実現するために、次の３点を経営の基本方針としております。

（1）全社員の能力向上により、社の総合力を高め成長と発展を続ける。

（2）新たな技術へのたゆまぬ挑戦により、顧客のニーズを満たし、”Tomorrow's Technology,Today.”を実現
する。
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（3）法令遵守の精神に則り、公明正大な企業活動を実践する。

　この経営の基本方針に則り、当社グループは、世界単位で激変する環境の中にあっても、安定的な収益を確保

できうる経営基盤の強化を図るとともに、更なる発展を目指しております。また、過大な設備、人的資源の見直

しを目的としたグループ全体を見渡した体制再構築を積極的に推進し、原材料の高騰等の外部要因による影響を

内部吸収できるような強靭なグループ体制にしております。持株会社制への移行は、このような体制再構築の一

環として、グループ全体の最適化の観点にたった経営資源の再配分やリスク管理、事業基盤の維持強化を進める

ことを目的としたものであります。

　現在、当社グループは、当社、連結子会社16社により構成され、素形材、土木建築用構造機材、及び産業機械

の３分野を主な事業領域としております。いずれも「高品位部材メーカー」をキーワードに高い技術力と確かな

製品力によって、需要家のニーズを満足させることを経営方針としております。

　素形材につきましては、永年培ってきた技術力と現場力によって、産業機械用部品や自動車部品等を中心に、

新しい材質や形状の鋳造、加工にチャレンジしております。特に安価な外国製品に対抗できる価格競争力を備え

つつ、品質・納期面での優位性を出すことによって、差別化を図っております。

　土木建築用構造機材につきましては、橋梁用免震支承のトップシェアを維持しており、市場のリーダーとして

高機能化や低価格化といった課題に取り組んでおります。

　産業機械につきましては、高機能が要求されるマーケットにあって、トップメーカーの地位を確保すべく、国

内向け、海外向けともにさまざまなニーズに応えられるような技術提案力の向上と生産能力の増強に努めており

ます。このような状況の中で、平成27年度に当社グループは３か年中期経営計画をスタートさせております。当

中期計画においては、以下の将来像を掲げて業務に取り組んでおり、平成30年度からの新たな中期計画において

も継続しております。

（1）時代変化に柔軟な企業集団

（2）顧客志向のエンジニアリングソリューション集団

（3）強固な企業統治体制

　上記のとおり、当社グループにおける企業価値の源泉は、各事業分野において永年にわたり蓄積してきた「技

術力」と「現場力」にあります。それらによって構築された顧客との長期的信頼関係、変化する顧客ニーズを満

たす新製品開発能力、市場への提案力、品質・納期を満たす製品供給力等が当社グループの持続的な企業価値・

株主共同の利益の向上、拡大への取組みの根幹となっております。そして当然ながらにして、これらのような技

術的見地をベースに、さまざまなノウハウを有機的かつ継続的に融合させていくことのできる人材が、この取組

みに必要不可欠であります。当社グループは、当社グループが関わる製品や技術情報、市場等についての豊富な

経験と知識、すなわち「技術力」と「現場力」に対する適切な理解なくしては、当社グループの企業価値・株主

共同の利益を確保、向上させるための施策の策定、実行は困難であると考えております。

２．コーポレートガバナンス（企業統治）への取組み

　また、当社は、企業価値・株主共同の利益を確保、向上させるためには、経営の効率性、健全性、透明性を高

め、コーポレートガバナンスを充実させることが重要であると考えております。

　経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制の確立と取締役の経営責任を明確にするために、取締役

全員の任期を１年としております。また、監査役会は、社外監査役２名を含む３名で構成され、監査役は、取締

役会に出席するほか、各種会議等に参加し、積極的に意見を述べており、十分な経営チェックが可能な体制と

なっております。

　内部監査については、業務執行機関と独立した部門として、監査室を設置しております。内部統制システムの

構築とグループ内浸透を推し進めております。

　また、株主の皆様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーからの信頼を一層高めるため、安全・環

境・品質の確保、社会貢献活動、法令遵守の徹底等のCSR活動の更なる充実に努めております。

 

Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

１．本プラン継続の必要性

　当社としては、大量買付行為が行われた場合、当該大量買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益に資する

ものであるか否か、株主の皆様に適切に判断していただき、提案に応じるか否かを決定していただくためには、

大量買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供され、検討のための十分な期間が確保される

ことが不可欠であると考えます。また、当社は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保または向上の観点から

大量買付行為の条件・方法を変更・改善させる必要があると判断する場合には、大量買付行為の条件・方法につ

いて、大量買付者と交渉するとともに、代替案の提案等を行う必要もあると考えておりますので、そのために必

要な時間も十分に確保されるべきであります。

　当社は、このような考え方に立ち、以下のとおり当社株式の大量買付行為への対応策を継続することとしてお

ります。

２．本プランの概要
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　当社は、平成21年６月26日開催の定時株主総会において、当社株券等の大量買付行為への対応策を導入し、平

成24年６月28日開催の定時株主総会において、同対策を継続、更に、平成27年６月29日、平成30年６月28日開催

の定時株主総会において本プランとして継続することを決定いたしました。

　本プランは、当社株券等の一定数以上の買付けその他の有償の譲受けの結果、(i)当社の株券等の保有者が保

有する当社の株券等に係る株券等保有割合の合計、もしくは、(ⅱ)当社の株券等の公開買付者が所有しまたは所

有することとなる当社の株券等及び当該公開買付者の特別関係者が所有する当社の株券等に係る株券等所有割合

の合計のいずれかが20％以上となる者による当社株券等の買付けその他の有償の譲受けまたはその提案（以下、

あわせて「大量買付行為」という。）を適用対象としています。本プランは、当社取締役会及び独立委員会が、

大量買付行為を行いまたは行おうとする者（以下「大量買付者」という。）から、買収の是非に関する株主の皆

様の適切なご判断及び当社取締役会の評価・検討等のために必要な情報の提供を要請し、提供された必要情報を

評価・検討するための手続きを定めています。

　当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立

委員会は、この諮問に基づき、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非について勧告を行います。当社取締

役会は、(i)大量買付者が本プランに定める手続きに従わず、または(ⅱ)大量買付行為が、当社の企業価値・株

主共同の利益を著しく害するものであると当社取締役会が認めた場合には、当社取締役会は、独立委員会による

上記勧告を最大限尊重して、当該大量買付者及び当該大量買付行為の具体的内容並びに当該大量買付行為が当社

の企業価値・株主共同の利益に与える影響等を評価・検討等した上で、対抗措置の発動の是非を判断します。ま

た、当社取締役会が対抗措置を発動するに際しては、社外監査役全員を含む当社監査役全員の賛成を得た上で、

当社取締役全員の一致により発動の決議をすることといたします。当社取締役会は、当該決議を行った場合、当

該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに株主の皆様に情報開示を行います。

　当社取締役会は、対抗措置として大量買付者等による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が大量買

付者等以外の者から当社株式と引換えに取得することができる旨の取得条項等が付された新株予約権（以下「本

新株予約権」という。）の無償割当ての実施を決議した場合、当社は、本新株予約権を当該決議によって定める

全ての株主に対して無償割当ての方法により割り当てます。

 

Ⅳ 上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　上記Ⅱ記載の取組みは、当社の企業価値の源泉を十分に理解した上で策定されており、当社の企業価値及び会

社の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に向上するべく十分に検討されたものであって、まさに基本方針の

実現に資するものです。したがって、当該取組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益を損なうものでは

なく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。

　また、上記Ⅲ記載の取組みである本プランは、当社株券等の大量買付行為が行われる場合に、当該大量買付行

為の提案に応じるか否かを株主の皆様に決定していただくために必要な情報と期間を確保し、あるいは当社取締

役会が大量買付行為の条件・方法について、大量買付者と交渉するとともに、代替案の提案等を行うために必要

な時間を確保すること等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保、向上させることに

資するものであり、基本方針に沿うものであると考えております。

　更に、本プランは、(i)経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の

確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しており、株式会社東京証券取引所の定

める買収防衛策の導入に係る諸規則の趣旨に合致していること、(ⅱ)株主意思を重視するものであること、(ⅲ)

独立性の高い社外者からなる独立委員会の判断が最大限尊重されることとされており、かつその判断の概要につ

いては、適宜株主の皆様に情報開示を行うこととされていること、(ⅳ)あらかじめ定められた合理的な客観的要

件が充足されなければ発動されないように設定されていること、(v)取締役会及び独立委員会が、当社から独立

した第三者の意見を取得できるものとされていること、(ⅵ)有効期間満了前であっても株主総会または取締役会

によりいつでも廃止することができるものとされていること、(ⅶ)取締役の期差任期制が採用されていないこと

等の理由から、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするもので

もないと考えております。

 

（４）研究開発活動

 特記すべき事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 20,000,000 20,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年10月１日

～平成30年12月31日
- 20,000,000    - 500,000    - 125,000

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日に基準日を設定していないため、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株
主名簿により記載をしております。
 

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    187,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,806,100 198,061 －

単元未満株式 普通株式      6,900 －
一単元(100株)未満

の株式数

発行済株式総数 20,000,000 － －

総株主の議決権 － 198,061 －

　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式交付信託の信託財産として信託が保有する当社株式

154,600株（議決権1,546個）が含まれております。なお、当該株式に係る議決権は議決不行使となります。

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社川金ホール

ディングス

埼玉県川口市川口

２-２-７
187,000 － 187,000 0.94

計 － 187,000 － 187,000 0.94

　株式交付信託の信託財産として日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する株式154,600

株については、上記の自己株式等に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,865,098 5,952,364

受取手形及び売掛金 ※２ 9,270,295 ※２ 7,588,730

電子記録債権 ※２ 1,989,537 ※２ 3,175,515

たな卸資産 5,589,515 6,094,172

その他 1,373,161 866,335

貸倒引当金 △30,689 △38,846

流動資産合計 24,056,920 23,638,271

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,302,884 3,201,723

機械装置及び運搬具（純額） 2,759,675 2,654,648

工具、器具及び備品（純額） 365,622 404,578

土地 4,138,505 4,141,705

建設仮勘定 166,613 237,487

有形固定資産合計 10,733,301 10,640,143

無形固定資産   

その他 295,183 277,287

無形固定資産合計 295,183 277,287

投資その他の資産   

投資有価証券 3,089,576 2,500,677

退職給付に係る資産 13,504 6,939

その他 615,599 885,051

貸倒引当金 △59,374 △19,163

投資その他の資産合計 3,659,306 3,373,505

固定資産合計 14,687,791 14,290,936

資産合計 38,744,711 37,929,208
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 5,568,995 4,880,121

短期借入金 2,825,000 5,120,400

1年内返済予定の長期借入金 4,139,173 3,018,386

リース債務 261,959 176,371

未払法人税等 489,072 131,107

製品保証引当金 7,151 10,778

賞与引当金 297,222 161,216

事業構造改善引当金 56,488 53,840

製品補償引当金 - 1,677,510

その他 1,704,725 1,672,660

流動負債合計 15,349,787 16,902,393

固定負債   

長期借入金 3,125,944 1,936,174

リース債務 435,290 501,921

繰延税金負債 442,494 139,131

役員退職慰労引当金 240,882 240,882

退職給付に係る負債 223,335 249,859

その他 908,424 836,522

固定負債合計 5,376,371 3,904,490

負債合計 20,726,159 20,806,883

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 689,600 689,600

利益剰余金 12,587,107 12,241,990

自己株式 △40,314 △119,207

株主資本合計 13,736,393 13,312,383

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,287,110 899,617

為替換算調整勘定 1,070,389 988,680

その他の包括利益累計額合計 2,357,500 1,888,298

非支配株主持分 1,924,658 1,921,643

純資産合計 18,018,552 17,122,324

負債純資産合計 38,744,711 37,929,208
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 26,976,669 28,947,841

売上原価 21,530,836 23,246,091

売上総利益 5,445,832 5,701,749

販売費及び一般管理費 3,857,358 4,046,436

営業利益 1,588,474 1,655,313

営業外収益   

受取利息 3,292 4,453

受取配当金 62,894 55,322

受取賃貸料 10,310 11,331

為替差益 158,695 -

助成金収入 7,270 -

受取保険金 6,147 18,607

その他 29,833 27,458

営業外収益合計 278,445 117,172

営業外費用   

支払利息 84,452 87,389

為替差損 - 102,776

その他 31,337 39,292

営業外費用合計 115,789 229,458

経常利益 1,751,130 1,543,027

特別利益   

固定資産売却益 3,334 6,450

その他 3 1,462

特別利益合計 3,337 7,912

特別損失   

固定資産処分損 33,061 11,884

減損損失 1,460,930 -

製品補償引当金繰入額 - 1,677,510

製品補償対策費 - 65,950

その他 17,074 2,513

特別損失合計 1,511,067 1,757,858

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
243,400 △206,918

法人税、住民税及び事業税 344,903 547,808

法人税等調整額 209,975 △487,037

法人税等合計 554,879 60,771

四半期純損失（△） △311,478 △267,689

非支配株主に帰属する四半期純利益 30,881 3,128

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △342,359 △270,817
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純損失（△） △311,478 △267,689

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 561,729 △393,814

為替換算調整勘定 △257,237 △80,331

その他の包括利益合計 304,491 △474,146

四半期包括利益 △6,986 △741,835

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △23,112 △740,019

非支配株主に係る四半期包括利益 16,126 △1,815
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【注記事項】

（追加情報）

１ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 

２ 株式交付信託に関わる自己株式

① 概要

　当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社が各取締役（取締役には執行役員を

含み、社外取締役及び非常勤取締役を除く。）に付与するポイントの数の当社株式が信託を通じて各取締役に対

して交付される株式報酬制度であります。

② 自己株式の帳簿価額及び株式数

　株式交付信託の信託財産として保有する当社株式は自己株式として会計処理しております。

自己株式の内容
当第3四半期連結会計期間

（平成30年12月31日）

帳 簿 価 額 78,846千円

株 式 数 154,600株

 

３ 重要な会計方針

製品補償引当金

　不適合品の対策費用等の発生に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形割引高 1,321,420千円 139,545千円

受取手形裏書譲渡高 160,089 4,591

電子記録債権割引高 756,290 208,116

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形（電子記録債権・債務を含む）

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 316,446千円 22,724千円

支払手形 189,567 -

電子記録債権 1,572 286,628

電子記録債務 246,564 -
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　３　偶発債務

不適合品に係る対策費用について

　平成30年10月16日に免震・制振用オイルダンパーの不適切行為があったとの他社からの発表をうけ、免震・制振用

オイルダンパーを製造販売している当社子会社 光陽精機株式会社において、同種事案の有無につき社内調査を開始

いたしましたところ、出荷していた免震・制振用オイルダンパーの一部について、性能検査記録データの書き換え行

為により、顧客の基準値を外れた製品（以下、「不適合品」といいます。）を出荷していた事実が判明いたしまし

た。

　本件につきましては即座に国土交通省に報告を行うとともに、平成30年10月23日に公表いたしました。当社の基本

方針としては、顧客の意向を踏まえ、誠意をもって迅速に対応を行うこととしております。所有者様のご不安・ご心

配を払拭するために迅速・誠実に対応することを当社経営の最優先事項とし、具体的な対応方針等については、国土

交通省及び関係行政機関のご指導の下、建設会社様、設計事務所様にご報告・ご協議させていただいたうえで、構造

物の安全性の検証を行い、所有者様、建設会社様及び設計事務所様をはじめとする関係者の皆様に丁寧にご説明し、

対応してまいりますとともに、ご意向を踏まえて交換等の適切な処置を行う所存でございます。

　当該事象により、金額を合理的に見積もることができる不適合品の対策費用等については、製品補償引当金を計上

しております。

　なお、翌四半期連結会計期間以降の進行状況等によっては、追加で製品補償引当金を計上すること等により、当社

グループの連結業績に影響が生じる可能性があります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

季節的変動

　当社グループの土木建築機材事業は公共工事の依存割合が高いため、第４四半期連結会計期間に売上高が集中し

ております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

減価償却費 647,395千円 694,780千円

のれん償却費 70,282 -
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

平成29年６月29日定時株主総会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,299千円

　②１株当たり配当額　　 　　　 3.75円

　③基準日　         平成29年３月31日

　④効力発生日　　　 平成29年６月30日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

平成29年11月10日開催の取締役会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　 　　　 　　74,299千円

　②１株当たり配当額　　 　　 3.75円

　③基準日　         平成29年９月30日

　④効力発生日　　　　平成29年12年11日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動

　著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

平成30年６月28日定時株主総会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,299千円

　②１株当たり配当額　　 　　　 3.75円

　③基準日　         平成30年３月31日

　④効力発生日　　　 平成30年６月29日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動

　著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損

益計算書計上

額（注２） 素形材 土木建築機材 産業機械 不動産賃貸 計

売上高        

外部顧客への売上高 10,913,813 10,784,423 4,886,015 392,416 26,976,669 - 26,976,669

セグメント間の
内部売上高又は振替高

371,652 - 363,418 58,353 793,424 △793,424 -

計 11,285,465 10,784,423 5,249,434 450,770 27,770,093 △793,424 26,976,669

セグメント利益
又は損失（△）

927,126 864,312 △52,476 297,755 2,036,717 △448,243 1,588,474

注１．セグメント利益又は損失（△）の調整額の金額は、全社費用△512,534千円、セグメント間取引消去等64,291千円でありま
す。なお、全社費用は報告セグメントに帰属しない管理費用であります。

　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）
　　該当事項はありません。
（のれんの金額の重要な変動）
　　該当事項はありません。
（重要な負ののれん発生益）
　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損

益計算書計上

額（注２） 素形材 土木建築機材 産業機械 不動産賃貸 計

売上高        

外部顧客への売上高 12,366,322 11,321,464 4,897,871 362,182 28,947,841 - 28,947,841

セグメント間の
内部売上高又は振替高

320,842 - 191,602 58,436 570,880 △570,880 -

計 12,687,164 11,321,464 5,089,473 420,618 29,518,721 △570,880 28,947,841

セグメント利益 816,343 845,801 153,051 279,874 2,095,070 △439,757 1,655,313

注１．セグメント利益の調整額の金額は、全社費用△514,490千円、セグメント間取引消去等74,733千円であります。なお、全社費
用は報告セグメントに帰属しない管理費用であります。

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）
　　該当事項はありません。
（のれんの金額の重要な変動）
　　該当事項はありません。
（重要な負ののれん発生益）
　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △17円28銭 △13円72銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△342,359 △270,817

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△342,359 △270,817

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,813 19,735

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、当第２四半期連結会計期間より「株式交付信託」を導入しております。１株当たり四半期純損失金額の算定上、信託が保有

する当社株式は、期中平均株式数の計算において控除する自己株式の期中平均株式数に含めております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月12日

株式会社川金ホールディングス

取締役会　御中

 

東陽監査法人
 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 中野　敦夫　　印

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　貴司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社川金
ホールディングスの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10
月１日から平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に
ついて四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社川金ホールディングス及び連結子会社の平成30年12月31日現
在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が
すべての重要な点において認められなかった。
 
強調事項
　注記事項（四半期連結貸借対照表関係）３偶発債務に記載されているとおり、グループ会社で判明した不適切行為につ
いて、当該事象により、金額を合理的に見積ることができる対策費用等については製品補償引当金を計上している。
　今後の進行状況等によっては、追加で製品補償引当金を計上すること等により、会社の業績に影響が生じる可能性があ
るが、現時点ではその影響額を合理的に見積ることが困難なため、四半期連結財務諸表には反映していない。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
 

以　上
 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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